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平成22年10月12日 

各  位 

会 社 名  株式会社明光ネットワークジャパン 

代表者名  代表取締役社長  渡 邉 弘  毅 

（コード番号 ４６６８  東証第一部 ） 

問合せ先  経営企画室長  高 橋 利 忠 

（ＴＥＬ．03-5860-2111 代表） 

 

中期経営計画策定に関するお知らせ 

 

 当社は、平成22年10月12日開催の取締役会において、平成23年８月期を初年度とする平成25年８月期までの中期

経営計画が承認されましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

 １．中期経営計画の概要 

本中期経営計画は、中長期的な将来ビジョンを見据えた「新たな成長路線の確立」を目指し策定をいたしま

した。当社は、「自立学習」「個別指導」方式による個別指導塾「明光義塾」の直営及びフランチャイズシス

テムでの全国展開をしており、個別指導塾のパイオニアとして、個別指導の運営技術、フランチャイズ展開に

高い評価を受けております。これまで、当社の成長基盤となっていたのは「明光義塾」の教室数増であり、こ

の教室増に依存した成長から、新たな成長路線として教室数、生徒数、授業回数の３次元成長を目指すととも

に、新規に第２、第３の事業の柱を構築していくことが、今後の更なる企業成長を可能にするとの判断に至り

ました。 

これら新成長路線を支える組織を構築するべく、平成22年９月１日付で、組織変更を実施しております。こ

れにより、明光義塾事業の更なる成長と競争力の強化並びに機動的組織の構築を図ってまいります。また、第

２、第３の事業の柱を構築していくために、他社とのアライアンス及びＭ＆Ａ等も視野に入れ、新しい事業領

域への進出を積極化し、顧客層の拡大を図ってまいります。その一環として、当社は、進学塾「早稲田アカデ

ミー」を展開する株式会社早稲田アカデミーと業務・資本提携を締結しており、新しい事業領域の進出として、

高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」の開発及び展開を積極的に推進していきます。 

なお、以下の項目を基本戦略並びに新中期経営戦略として掲げております。 

 

２. 2020年ビジョン 

  当社グループは教育事業を核として更なる成長を図り、人づくりのトップカンパニーとなることを目指しま

す。 

 

 ３. 基本戦略 ～新しい成長トレンドの基盤を確立～ 

（１）明光義塾事業の新成長路線の確立 

（２）新規事業の確立による顧客層の拡大 

（３）新成長路線を支える組織改革と人材育成 

 

４．中期経営戦略（最重要課題）の骨子 

（１）組織改編による機能強化 

（２）エリア戦略の強化 

（３）教務力、マーケティング力の強化 

（４）事業成長を支えるシステムの構築 

（５）新規事業の立ち上げ 
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（６）人材育成の強化 

（７）ガバナンス体制の強化 

（８）ＣＳＲ（社会的責任）の取り組み 

 

５. 組織改編（平成22年８月27日に開示済み） 

（１）事業を取り巻く営業課題等に対し、迅速な意思決定を行うため「事業戦略会議」を設置。 

（２）「直営事業部」と「ＦＣ事業部」を統合し「明光義塾事業本部」を設置。 

「明光義塾事業本部」内は、エリア別に再編し第１～第５事業部の５事業部を設置。 

（３）ＦＣ事業部内のＦＣ支援課と直営事業部の本部スタッフ及び教務部研修センターを統合し「本部事務局」 

（「明光義塾事業本部」内）を設置し、教室支援を強化。 

（４）連結子会社である株式会社東京医進学院、その他新規事業を統括する部署として「事業開発本部」を設

置。 

 

これら事業拡大への積極投資と経営の革新を推進し、収益機会の多角化、永続的な成長路線の維持に取り組ん

でまいります。 

 

６. 収益計画 

（単位：百万円） 

期別 

項目 

平成23年８月期 

（計画値） 

平成24年８月期 

（計画値） 

平成25年８月期 

（計画値） 

 第２四半期 通期 通期 通期 

連結売上高 6,864 13,711 14,823 16,307

連結営業利益 1,593 3,210 3,576 3,877

連結経常利益 1,627 3,258 3,576 3,877

（注） 上記の計画値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際 

の業績は今後種々様々な要因によって計画値と異なる場合があります。 

 

以 上 


